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 軽自動車の性能向上、経済の低迷、高齢化の進展等により、軽自動車の保有車両

数が増加している。 

 今後の軽自動車に係る税負担の増加によりその影響が懸念されるが、今後とも、 

この増加傾向が続くものと考えられる。 

 情報システムの施設整備においては、 

  １．高い信頼性を必要とする「検査情報に関する電算システム」について、業務量  

    の増加に対応するための業務処理の迅速化等を行いつつ、適正に維持・管理 

            を行っている。 

  ２．今後、「検査結果の分析・活用の高度化システム」の整備・運用を進めることに 

    より、検査における不合格箇所の分析とその結果の活用を行うこととしている。 

   

Ⅰ．概要 
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年度 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 (26.2)

乗用車両数 295 284 256 241 237 222 219 210 206 205 204 201 194 185 178 174 205 272 336 393 455 520 596 674 740 819 917 1008 1096 1181 1266 1351 1435 1528 1608 1688 1748 1800 1859 1935 2028

貨物車両数 320 322 283 307 335 364 405 462 537 622 706 798 895 998 1099 1194 1225 1231 1215 1196 1177 1159 1138 1104 1071 1038 1016 996 982 968 960 958 954 947 938 929 917 907 902 893 896

合計車両数 615 606 539 548 572 586 624 672 743 827 910 999 1089 1183 1277 1368 1430 1503 1551 1589 1632 1679 1734 1778 1811 1857 1933 2004 2078 2149 2226 2309 2389 2475 2546 2617 2665 2707 2761 2828 2924

軽　比　率 24.4 22.4 19.0 18.1 17.8 17.0 17.1 17.7 18.7 20.0 21.2 22.9 23.6 24.6 25.4 26.0 25.9 26.0 25.9 25.8 25.8 25.8 25.9 25.9 25.9 26.3 27.0 27.6 28.4 29.1 30.0 30.8 31.6 32.6 33.7 34.8 35.5 36.0 36.5 37.2

検  査  対  象  軽  自  動  車  の  保  有  車  両  数  の  推  移
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： 事務所等（８９カ所）の位置 

軽自動車検査 
ファイル 

軽自動車検査業務 
情報処理システム 

 

 保有車両数 ： 約２，９００万台 
            
 （主な情報） 
 →使用者、所有者に関する情報 

 →諸元情報（長さ・幅・高さ、重量等） 

 →リコールに関する情報 

 →環境性能に関する情報（排ガス規制、

燃費基準等）  

 →放置違反金に関する情報 

 →輸出許可に関する情報 

 →自動車リサイクルに関する情報  

 ① 全国８９カ所の事務所等における検査業務の情報を一元管理。 
 ② 検査情報は、様々な行政機関との連携により各種行政・制度を支える重要な基盤。 

①全国の情報を一元管理 

②様々な行政機関と連携 

事務所等での手続き時に
警察からの放置違反情
報を確認 

→ 放置違反の防止 
（H27.1より盗難車情報を確認予定） 

警察庁 

税関での輸出手続き時に、
事務所等への輸出予定届
出状況の情報を活用 

→不正輸出の防止 

財務省 

軽自動車の、解体情
報を確認 

→不法投棄の防止 

リサイクル促進センター 
（経済産業省、環境省） 

情報連携 

Ⅱ．検査情報の電算システムと情報提供（１） 

 平成２４年度検査等手続き件数  
 → 約２，１００万件 

   新規   ：約   ２５０万件 

  継続    ：約 １，０８０万件 

   記入    ：約   ５００万件 

   返納    ：約   １８０万件 

  再交付・解体届等 

      ：約    ９０万件  
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○全国の検査情報を承認を受けた情報提供機関を通じて提供することで、幅広く活用。 

承認情報提供機関※ 

リース会社等（車両管理） 

リース会社等が、自社名義（所有
者）車両の情報の提供を受け、
車検時期の把握や保有状況等、
車両マネジメントに活用 

自動車メーカー等（リコール対策） 

リコールが発生した
場合、軽自動車
ユーザーへの通知
に活用。 

地方自治体（徴税事務） 

軽自動車の所有者等
の確認を行い、軽自
動車税の課税主体等
の管理に活用。 

軽自動車検査 
ファイル 

情報提供サービス 
軽自動車検査協会の承認を受けた機関が、検査情
報を、インターネット又は媒体により利用者に提供 

検査情報の提供 

（平成２４年度全利用実績 
      ：約３千万件／年） 

市町村税 

Ⅱ．検査情報の電算システムと情報提供（２） 
 

※承認情報提供機関とは、軽自動車検査協会の承認を受けた機関。軽自動車検査情報をインターネット又は媒体で利用者に提供している。 
  現在、（一社）全国軽自動車協会連合会が承認を受けている。 
※所有者本人による申請以外は、個人情報保護法の範囲で提供している。 

リサイクル促進センター（車両管理） 

車両番号等の提供を受け、引取
業者の引取実施報告において車
両を特定するために活用。 



Ⅲ．検査結果の分析・活用の高度化システムと情報提供 
 
 

１．目的 
  （１）不具合情報の収集と分析した結果を的確な検査の実施に反映 
  （２）不正受検の防止 
  （３）不正改造の排除 
  （４）軽自動車ユーザーへ検査結果の提供 
  （５）自動車製作者及び整備事業者などへ不具合情報の提供 
 
２．円滑な検査のための対策 
  （１）検査車両の受付を効率的に行うためのナンバー（車両番号標）認識システムの導入 
  （２）高度化システムへの入力や検査の参考となる情報の表示のため、検査場入口固定 
    端末の設置 
 
３．検査結果の分析試行 
   本部に導入した集計・分析用サーバを用いて、平成２４年４月から平成２５年９月までに 
   受検した検査結果データ７万件、再検データ７千件を収集しそれを分析した。・・・・Ｐ９ 
   また、その後の平成２６年２月末までに収集したデータを含めると、受検した検査結果 
   データ１３．７万件、再検データ１．５万件となり、今後分析を行うこととしている。 
 
４．今後のスケジュール 
   平成３１年度末までに８６事務所（厳原、宮古、八重山分室を除く）１７４コースに設置を 
   完了する予定。 
   設置は新築、機器更新の時期に合わせて行うこととしている。 
 
      
  

○検査結果の分析・活用を高度化するためのシステム（高度化システム）の導入により、検査結果、分析
結果を提供し、幅広く活用。 
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ﾅﾝﾊﾞｰ自動認識 同一性・外観検査 検査機器による検査 総合判定 

車両撮影 

総合判定端末入力 

◆本部サーバは、収集・蓄積されたデー
タを分析し、各種情報を事務所へ配信。 
◆画像情報の保存と検索機能のリアル
タイム化。 

検査データ 

目的 
①不具合情報の収集と分析した
結果を的確な検査の実施に反映 
②不正受検の防止 
③不正改造の排除 
④軽自動車ユーザーへ検査結果
提供 
⑤自動車製作者及び整備事業者
へ不具合情報の提供 

カメラ 

固定操作端末 

映像情報 
分析機能 

  現車及び固定操作 
  端末の 車台番号 
  等の同一性確認 

 検査結果の分析・活用の高度化システム 

下回り検査 

車両情報 

 
 ・車両番号 ・車台番号 
 ・製作年月 
 ※車両情報により、検査機器の 
   基準値 をセット 

 

 ・サイドスリップ ・スピードメータ 
 ・ヘッドライト ・ブレーキ ・排気ガス  
  ・車両撮影 

・目視及び点検ハンマー 
 により油漏れ・損傷・ 
 がたのチェック 

  ・検査結果を再確認後、総合判定 
 ・検査結果データを高度化サーバ 
  へ送信 

・カメラでナンバーを自
動認識 

 

車両情報照会 車両情報取得 検査データ・
不具合情報 

不具合等の 
情報共有 

ユーザーへの検査結果提供 
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  高度化システム導入前でも、装置・部位の再検件数と再検率の大まかな分析が可能で  

 あるが、システム上詳細な分析は不可能である。 

  高度化システムの導入により、入力情報の充実及び分析ソフトの充実により再検内容  

 等の詳細な分析が容易になり、多方面でその活用が可能になる。 

  

 具体的な活用例としては、 

  ① 分析結果を注意すべき情報として事務所に提供し、検査員の経験に頼らない検査 

    が可能となる。 

  ② 平成２４年４月～２５年９月の再検台数約7,100台（受検台数約７万台）の高度化シス 

    テムによるデータを分析した結果、かじ取り装置のボールジョイント及びタイロッドの 

    ダストブーツ損傷が使用９年以上で再検率が増加する。また、動力伝達装置でもド 

    ライブシャフトのダストブーツ損傷が使用９年以上で再検率が増加することが分かった。 

    このような結果を検査、整備及び製造部門等に提供できるようになる。 

  ③ 今後は、更に高度化システムによるデータを蓄積し、平成26年度に各事務所に型式 

    毎に注意すべき情報等の提供を開始する。 
 

高度化システムによる検査の試行時のデータの分析報告 
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１．高度化システム導入前の分析結果 
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かじ取り装置 使用9年以上の再検部位と再検内容件
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動力伝達装置 使用5年以上の再検部位と再検内容件

数（H24/4-H25/9） 
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がた 
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分析結果は検査コースの入口固定端末、総合判定端末に表示 

２．高度化システムによるデータの分析結果と事務所展開 

9 



Ⅳ．検査情報の利活用の課題と対応 

  （１）検査情報提供について 
     現在、検査情報は、リコール情報等各方面に提供しているところであるが、今後、 
    さらなる利用者のニーズに対応してゆく。 
 
  （２）検査結果の分析内容について 
     ユーザーへの検査結果の提供、分析結果の整備事業者、自動車制作者等への 
    提供の他、関係者との情報交換等により、ニーズに対応した分析内容の提供を 
    行ってゆく。      
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１．基本的対応 

 ２．将来ビジョンにおいて検討すべき事項例 
 （１）自動車関連情報の更なる利活用（私見） 
 

      ① 個別の車について、検査証情報と過去の点検整備実施状況、検査結果、 
      不具合情報、走行距離、使用年数、事故暦の情報を提供することにより、 
             ・ユーザーは、信頼できる情報を基に、自動車を購入できる。 
             ・整備事業者は、適確に整備することができる。 
             ・中古自動車販売業者は、適正な販売が可能になる。 
 

     ②  型式毎の点検整備の際の不具合状況、「検査結果の分析・活用の高度化 
      システム」による検査結果の分析の情報を提供することにより、 
                 ・メーカーは、今後の車を設計する際の有用なデータとして活用できる。 
                 ・整備事業者は、注目すべき箇所を適確に整備することができる。 
 



          ③  路上において、ナンバー読み取りと検査登録情報システムを連動できれば、 
        ・車検の有効期間切れの車の取り締まりが可能になる。 
        ・リコール未実施車両の 検出が可能になり、対策の実施を促進できる。 
 
     ④ 安全・環境に係るＯＢＤ情報（車両における診断情報）を路車間通信で得られる 
      ようになれば、 
                      ・ＯＢＤへ車両情報を搭載することにより、高速道路等での車両区分確認が 
        できる。 
                      ・路上において、ＯＢＤ情報に基づく基準適合性を確認できる。また、車両に 
        対し整備すべき箇所の情報の提供ができる。 
 

             ⑤ 個人番号（マイナンバー）システムと、検査登録情報システムを連携できれば、 
                    ・所有者変更を伴わない使用者の住所変更、市町村合併による住所変更に 
        ついて申請を不要とし自動的に変更できる。 
              ・個人番号カードの中に検査証情報を入力すれば検査証としても使用できる。 
    
  （２）自動車関連手続きの利用環境の改善 
 

       軽自動車のＯＳＳの検討 
       ・登録自動車における運用状況及び軽自動車に係る市町村徴税システムの 
        動向を踏まえ、２６年度に導入の検討を進める。 
           ・検討に当っては、軽自動車については、現在、１回の手続きで済んでいること、 
                      ニーズ、システム構築によるメリット、コストを総合的に考慮する必要がある。 

11 


	軽自動車検査情報の情報提供と利活用
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12

